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河川維持管理におけるバイオマスエネルギーへの活用【河川管理課】

○河川維持による河道内の伐採木、堤防除草による刈草等を自治体と連携しバイ
オマスエネルギー等へ活用している。

十勝川水系（上流）での堤防除草の刈草が、鹿追町で整
備されたバイオガスプラントの原料の一部に活用されてい
ます。バイオガスプラントでは１日に約20,000kWhの発電を
行うとともに、発電の際に得られる熱エネルギーにより農作
物の栽培やチョウザメの養殖に活用されています。また1日
に成牛4,300頭分が排出する糞尿を処理し、有機質肥料と
して圃場へ還元されています。（CO2約4,700t縮減）

河道内樹木の処理にあたり、市町村等で整備されたバイ
オマスボイラーの燃料に活用されています。下川町（天塩川
水系上流）においては、河道内樹木や町有林残材等を活用
することにより、町の公共施設における暖房等の熱需要の
うち、約７割を木質バイオマスボイラーで賄っています。（
CO2約3,000t縮減）

伐採・運搬

チップ化

ボイラー利用

１１基の木質バイオマスボイラーにおいて、３０の公共施設へ熱供給

鹿追町環境保全センター（瓜幕施設）堤防除草

刈草も原料に

・下川町は環境未来都市に選定されており、旭川開発建
設部は下川町との間で「環境未来都市の推進に関する基
本協定」を締結。←公共事業から発生する伐採木を下川
町バイオマス事業に提供している。
・これにより、処分費の縮減が図られるとともに、バイオマ
ス事業の運営に寄与している。

鹿追町下川町
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「道の駅」を活用した次世代自動車普及促進

〇次世代自動車の普及を促進するため、北海道・自治体、管理者と連携
し、「道の駅」へのEＶ充電器設置を促進。
〇現在、北海道における「道の駅」でのＥＶ充電器は、１２９駅のうち５３駅
で設置済み。

【設置例】もち米の里☆なよろ

サーモンパーク千歳

【設置例】石狩「あいろーど厚田」 【設置例】おびら鰊番屋
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道路排雪の雪冷熱エネルギー活用（沼田町の事例）

〇冬に国道の排雪を集積しておき、夏に周辺施設の冷熱エネルギー
として利活用を推進

サーモンパーク千歳

【 沼田式雪山センターの事例 】

雪の取出し

雪堆積状況

雪の直接運搬による冷熱の利用

利雪型低温
籾貯蔵施設

沼田町養護老人ホーム沼田町生涯学習総合センター

（写真：沼田町提供）
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石狩湾新港東地区国際物流ターミナル整備事業

・整備施設：岸壁（水深12ｍ）、
泊地（水深12ｍ）、
航路・泊地（水深12ｍ）、
港湾施設用地、ふ頭用地

・総事業費：92億円（うち港湾整備事業費70億円）

【事業の概要】

岸壁
(水深12m, 
延長230m)

港湾施設用地
(1.9ha)

石狩湾新港 航路・泊地
(水深12m, 
27.5ha)

泊地
(水深12m, 

1.3ha)

ふ頭用地
(9.9ha)

東地区

石狩湾新港

【位置図】

○ 石狩湾新港では、令和３年度より、新たな貨物の輸入及び鉄スクラップの遠方国への輸出量の増
加に必要な大型船に対応した岸壁の整備、泊地の浚渫等、国際物流ターミナルの整備を推進。

○ これにより、大量一括輸送が可能となり、CO2排出量の削減に寄与するほか、今後新規立地が
見込まれるバイオマス発電所への発電燃料の安定供給に貢献。

■石狩湾新港の鉄スクラップ輸出量推移

約３００００DWT
→水深の制約により積載は約１万５千トンまで

船名：LAST TYCOON
重量：34,569t
全長：179.93m
喫水：10.3m

■水深不足による大型船の喫水調整

0.0
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25.0

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

その他

東南アジア

東アジア

輸
出
量
（
万
ト
ン
）

出典）貿易統計より作成
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【事業目的】
新たな海域自然環境の創出とその環境及び生物

生息域との共存が図れる港湾海域づくりを目指
し、静穏度確保や船舶航行の安全運航を図る島防
波堤の整備に加え、泊地浚渫により大量に発生す
る土砂を利用して水深の浅い背後盛土を造成し、
本体直立部の補強による堤体幅の縮小と浚渫土砂
の処分費の削減によるコスト縮減、越波伝達波の
低減による本来機能の強化に加え、盛り土上での
藻場の創出することにより、CO2の吸収源として
の効果を発揮。

【3つの基本方針】
１．背後盛土上に藻場を造成し、新たな水生動植

物の生息環境を創出する。
２．浚渫土砂の有効利用により、土砂処分による

環境負荷の低減を図る。
３．背後盛土により防波堤構造物の安定性向上と

コスト縮減を図る。

釧路港

【位置図】
島防波堤

©Airbus DS 2016

釧路港 島防波堤位置図

釧路港 島防波堤イメージパース釧路港 島防波堤 断面

【事業内容】
・島防波堤背後藻場部 実証試験区間１００ｍ

※令和3年度より、残り１０００m区間を整備予定

ブルーカーボン生態系の創出：釧路港エコポート事業概要
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カーボンニュートラルポート（CNP）の形成イメージ

港湾は、輸出入貨物の99.6%が経由する国際サプライチェーンの拠点、またCO2排出量の６割を占
める発電所、鉄鋼、化学工業棟の多くが立地する臨海部産業の拠点、エネルギーの一大消費拠点
①水素・燃料アンモニア等の大量・安定・安価な輸入や貯蔵等を可能とする受入環境の整備や、
②脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化、集積する臨海部産業との連携等を通じて温室効果ガス
の排出をゼロにする、カーボンニュートラルポートの形成を推進する。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．ゼロカーボン北海道に資する支援メニュー

北海道開発局
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○インフラに太陽光発電施設や小水力発電施設を導入し、インフラの供用段階において、再生可能エネルギーを生産・利用。

【取組】

再再生生可可能能エエネネルルギギーーのの導導入入拡拡大大、、脱脱炭炭素素化化等等のの取取組組②②

（（２２））ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開

■ダムの未利用水を活用した小水力発電の推進

■河川防災ステーションへの太陽光発電施設の設置

■農業用水を利用した小水力発電の推進

■国営滝野すずらん丘陵公園と道立公園のゼロカーボン化の推進

＜インフラのライフサイクルでの取組＞

滝野すずらん丘陵公園（札幌市）

取取水水設設備備

未未利利用用水水をを
活活用用ししたた発発電電

利利水水放放流流
設設備備

道道道道三三笠笠
岩岩見見沢沢線線

幾幾春春別別川川三三笠笠方方面面

新新桂桂沢沢
発発電電所所

滝野すずらん丘陵公園

・国営滝野すずらん丘陵公園と道
立公園において、再生可能エネ
ルギーの利用や省エネルギー化
を推進。

・また、適切な樹林の整備・管理
や育成を通じた吸収源対策と合
わせ、市民参加型の植樹等啓発
プログラムの提供を推進。

太陽光パネル

・新桂沢ダムでは、河川環境
を維持するための放流水を
活用し、河川管理者と発電
事業者が連携して新たな小
水力発電の導入を推進。

・北海道が管理するダムにお
いても、小水力発電施設の
導入に向けた検討を実施。

・緑ダムにおいて、斜網地
域の畑地かんがい施設に
係る維持管理費の節減及
びCO2の排出削減を目的

として、既設放水路の落
差を利用した小水力発電
施設の整備を実施。

小水力
発電施設

取水施設

既設放水路

・大空地区河川防災ステーショ
ン（大空町）に太陽光発電施
設を設置し、再生可能エネル
ギーの導入を促進。

（設置イメージ）

｜
6
1
｜
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○ 人口減少による使用料収入の減少、下水道職員の減少などの課題に対し、広域化・共同化による下水道
施設の整備を推進する。

○ 高いポテンシャルを有する下水道資源の有効活用により、資源・エネルギー循環の形成を推進する。

（（３３））地地域域のの健健全全なな生生活活環環境境ののたためめのの施施設設整整備備

下下水水道道施施設設のの整整備備、、下下水水道道資資源源のの有有効効利利用用のの推推進進

○人口減少による使用料収入・下水道職員の減少及び施設の
老朽化が顕在化する中、下水道事業の効率化が課題。

○グリーン社会の実現に向け、地方公共団体の事務事業にお
ける温室効果ガス排出量の大きな割合を占める下水道事業
の脱炭素化を図ることが重要。

○下水処理過程で発生する下水汚泥は燃料・肥料として高い
ポテンシャルを有しており、更なる下水道資源の有効利用
を図ることが必要。

【現状・背景】

○汚水処理施設等を広域化・共同化することにより、職員の
業務負担の軽減、施設更新や維持管理に係るコストの低減
及び温室効果ガス排出量を削減。

○下水道が有する多様な資源・エネルギー（下水汚泥・下水
熱）について、更なる有効利用を促進。

【取組】

～下水道における資源・エネルギー利用の現状とポテンシャル～

出典：国土交通省HPより 「下水道における資源・エネルギー利用」

下水道施設の広域化・共同化事例

■ 余市町におけるし尿受入施設整備

・老朽化したし尿処理施設の改築更新にあたり、余市町下水終末処理場に「し尿受入施
設」を整備することにより、汚水処理の集約化（積丹町・古平町・仁木町・赤井川村）
を図り、維持管理費及びＣＯ２排出量を削減する。

＜＜しし尿尿受受入入施施設設のの整整備備＞＞

下下水水終終末末
処処理理場場

しし尿尿
処処理理施施設設

老老
朽朽
化化

下下水水終終末末
処処理理場場

しし尿尿
受受入入施施設設

※余市町下水終末
処理場内に「し尿受
入施設」を整備する
ことで、汚水処理を
集約化する。

集集約約化化
廃廃止止

【ＣＯ２削減効果】
・下水終末処理場＋し尿処理施設 1,086t-CO2/年（令和元年度）
・下水終末処理場＋し尿受入施設 702t-CO2/年 年年間間338800tt程程度度削削減減

下水道資源の有効利用事例

■ 札幌市西部スラッジセンターにおける汚泥焼却廃熱発電設備の導入
・老朽化した汚泥処理施設の改築更新にあたり、汚泥の焼却廃熱を利用した発電設備を
導入することで、汚泥の持つエネルギーの有効利用と、温室効果ガス排出量の削減を図る。

改改築築工工事事箇箇所所

※1・2系焼却炉の全使用電力を発電
※温室効果ガスを年間1,980t-CO2削減見込み

※下水汚泥焼却の過程において、焼却廃熱を利用し発電

資料提供：札幌市

ポテンシャルの区分 利用状況（北海道）

下水汚泥
下水汚泥発生量：
約230万トン/年
（乾燥ベース）

発電可能量：40億kWh/年
→約110万世帯の年間電力
　消費量に相当

エネルギー利用
された割合は約24%

（バイオガス発電：11箇所
（R元年度末時点））

下水熱
下水処理量：
約155億m3/年

商業・工業地域での利用に
より、約90万世帯の年間
冷暖房熱源に相当

下水熱の利用は4箇所
（R2.8時点）

賦存量

｜
6
9
｜
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○陸上及び海上の交通・物流ネットワーク整備、農業のスマート化、道の駅を活用した次世代自動車普及促進の取組等により、
ＣＯ２排出量を削減。

【取組】

再再生生可可能能エエネネルルギギーーのの導導入入拡拡大大、、脱脱炭炭素素化化等等のの取取組組⑤⑤

（（２２））ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開

■自転車活用の推進

■道路ネットワーク整備
・ＣＯ２削減に寄与する道路ネット
ワークの整備、渋滞対策等を推
進。

・自転車通行空間の整備やシェアサイク
ルの普及促進等、自転車活用の推進
を図ることにより、 交通における自動車
への依存を低減し、CO2排出量を削減。

■港湾の整備

・石狩湾新港において、新たな貨
物の輸入及び鉄スクラップの遠
方国への輸出に必要な大型船
に対応した岸壁の整備、泊地
の浚渫等、国際物流ターミナル
の整備を推進。

・これにより、大量一括輸送が可
能となり、ＣＯ２排出量が削減。

・バイオマス発電所（令和４年８
月稼働予定）への発電燃料(木
質ペレット、ＰＫＳ※)の安定供給
にも寄与。

約30000DWT船
→現状は水深の制約により満載で入港できない

・今後５か年で開通予定の直轄
国道におけるＣＯ２排出削減効
果は約６万ｔ/年※。

一般国道337号 道央圏連絡道路 泉郷道路

■「道の駅」を活用した次世代自動車普及促進の取組

道の駅「もち米の里☆なよろ」のEＶ充電器

・農地の大区画化とスマート農業の導入により、農業の生産性向上
とＣＯ２ゼロエミッション化を推進。

■農地の大区画化及びスマート農業

＜交通・物流・生産空間における取組＞

新新たたなな地地域域農農業業生生産産シシスステテムムのの構構築築のの検検討討

北海道で展開される大規模土地利用型農業において、スマート農業を多様な形態で最適
実装して生産力の強化を図るとともに、農業のＣＯ２ゼロエミッション化を推進。

農業のゼロエミッション化に貢献

施肥量の削減によるCO2排出削減

ドドロローーンンにによよるるセセンンシシンンググ

自動走行農機の最適配置・効率運用 データを活用した精密農業

可可変変施施肥肥シシスステテムム

収収量量ママッッププ
をを入入力力

農農機機ののリリーースス・・レレンンタタルル 農農機機ののシシェェアアリリンンググササーービビスス

調整支払い

貸出

貸出

支払い

民間企業民間企業

燃料消費の削減によるCO2排出削減

ドライブ観光中に「道の駅」で充電する次世代自動車

※北海道開発局調べ

・次世代自動車の普及を促進するため、北海道・自治体、管理者と連
携し、「道の駅」へのEＶ充電器設置を促進。

※※「「PPaallmm  KKeerrnneell  SShheellll」」：：パパーームム椰椰子子のの種種かかららパパーームム油油をを搾搾油油ししたた後後のの椰椰子子殻殻

一般国道230号（札幌市）

自転車の通行位置を示す
矢羽根型路面表示の設置例

｜
6
4
｜

tsuchiyama-m22aa
線

tsuchiyama-m22aa
線

tsuchiyama-m22aa
線

tsuchiyama-m22aa
線

tsuchiyama-m22aa
線

tsuchiyama-m22aa
線
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．その他の取組

北海道開発局



東松島市スマート防災エコタウン
の視察（東松島市）

北海道水素地域づくりプラットフォームの取組（開発連携推進課）

北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの導入を促進するため、産学官が連携して水素を
活⽤した地域分散型エネルギーシステムによる地域づくりの検討等を⾏う『北海道⽔素地域づく
りプラットフォーム』 （座⻑︓佐伯浩 北海道大学名誉教授）を設置・運営

現状と課題

〇北海道に豊富に賦存する再⽣可能エネルギーが⼗分に活⽤されていない
♦出⼒が不安定であることに加え、送電設備の容量が不⾜しているため、接続可能量が限定的。

〇北海道の再⽣可能エネルギーの賦存量は全国の約３割
♦⾵⼒、太陽光、地熱、バイオマスなどの再⽣可能エネルギーが豊富に賦存。

水素の製造、貯蔵、輸送に要するコストを商業ベースで低減するための研究開発や⽔素利⽤普及のための啓発活動が必要。

再⽣可能エネルギーの更なる活⽤のためには⽔素が有効
再⽣可能エネルギーの変動分や余剰分として系統に流せない電気を⽔素に換え、貯蔵・利⽤することができれば、
CO２排出量削減や化⽯燃料依存といった課題の解決に貢献。

水素活用の課題

北海道⽔素地域づくりプラットフォーム（H27.5設置）

○会員間で水素を活用した地域づくりに係る取組に係る課題の共有や意⾒交換（年に１〜２回程度の会合開催）
○⾃治体会員を対象とした勉強会（年に１〜２回程度開催）
○先進事例の視察（R2は新型コロナウイルスの影響により中止）

R２年度会合（WEB会合） R元年度⽔防演習での展⽰

参加団体数６３団体

主な活動内容

tsuchiyama-m22aa
テキスト ボックス
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